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自治体における委託労働者の雇用安定・労働条件向上についての要請書
　労働者の労働条件向上、諸権利の確立にむけた諸行政をすすめられている貴省に心より敬意を表します。
さて、これまでの国の行政改革の方針および地方財政の悪化を背景に、自治体による派遣労働者の活用や民間委託などの｢アウトソーシング｣が進行していますが、そこには雇用不安と低賃金が目立ち、安心して公共サービスを提供できない現状にあります。国や自治体の公契約によって、低賃金で不安定な雇用の労働者が生み出されている実態を踏まえ、労働行政を担う厚生労働省として公正労働基準の確立のために積極的な施策を実施することが求められています。
つきましては、下記のとおり要請しますので積極的な対応をお願いいたします。
記
１．ILO94号条約（公契約における労働条項に関する条約）を早期批准し、「労働法令遵守（コンプライアンス）の公正労働条項」を含めた公契約基本法を制定すること。
２．ILO175号条約（パート労働条約）の早期批准とパート労働法の「同一権利・均等待遇」「実効性確保」への改善をはかること。
３．現行最低賃金は労働力が再生産され労働者とその家族が生活できる最低賃金に程遠い低い水準にあり、これを労働者とその家族が生活できる水準へ大幅に引き上げること。
４．自治体関連民間労働者の雇用安定・労働条件に関する要求
（1）各県労働局を通じて、各自治体に対して「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（労働省告示37号）などを再周知し、派遣法の適切な運用について助言を行うこと。
（2）「自治体の出資団体の固有職員で構成する労働組合が地方自治体に団体交渉を申し入れた場合、固有職員の労働条件について地方自治体が実質的な支配力、影響力を有している場合には、団体交渉に応じる義務がある」とした労働委員会命令があることを各自治体に対し周知すること。
５．自治体が設置・出資する事業体の統廃合、自治体が発注者となる事業の譲渡・変更や入札等による委託事業体の変更における雇用保障、及び雇用継続制度の確立について
（1）自治体公社・事業団、社協などの統廃合および指定管理者の選定にともなう委託先事業体の変更については、特殊法人の整理における1995年2月24日の閣議決定、2001年6月8日衆議院、同19日参議院の付帯決議にならって自治体の使用者責任を明確にし、雇用保障を確立するよう法的整備や助言をおこなうこと。また、2010年12月28日に発出された総務省通知を踏まえて、対応すること。
（2）競争入札等の結果受託企業が変更となる場合、また、指定管理者の選定によって公の施設の管理事業体が変更になる場合には、サービスの維持と雇用安定のために、新たな参入事業体はその業務に従事してきた労働者を継続雇用することを原則とし、本人の希望により優先雇用する法的整備を会社分割における労働契約承継法にならって講じること。
６．清掃事業、介護事業などにおいて、労災事故や職業病をなくし、安全と健康を確保するために労基法および労働安全衛生基準にそった人員確保や対策強化の予算措置を行うよう指導すること。
７．自治体委託労働者の退職金制度を確立するため、中小企業退職金共済制度加入を義務付け、委託費への積算を行うよう指導すること。
以上
